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議案第  号 

 

令和５年度浦添市介護保険特別会計予算 

 

 令和５年度浦添市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ８，２３３，８００千円と定め 

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為

をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１５０，０００千円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費及び地域支援事業費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（２）各項に計上した給料、職員手当及び共済費並びに会計年度任用職員の報酬及び

費用弁償に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経

費の各項の間の流用 

 

 

令和５年２月22日提出 

 

                                                     浦添市長 松本 哲治 

 







第２表　債務負担行為

包括的支援事業
（在宅医療・介護連携推進事業）

令和５年度から
令和８年度まで

37,671

（単位：千円）

事　　　　項 期　　　　間 限 度 額

包括的支援事業及び任意事業、
介護予防・日常生活支援総合事業

令和５年度から
令和８年度まで

550,008
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　　　介護保険特別会計予算に関する説明書
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１　特別職

職 員 数 報　　酬 給　　料
期末手当

　　　 （千円）
その他
の手当

計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円）
年間支給率
　　 　（月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

0.00

0

0.00

0

0.00

67 9,730 0 0 0 9,730 0 9,730

0

0.00

0

0.00

0

0.00

67 9,730 0 0 0 9,730 0 9,730

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0

備　考　長等とは市長、副市長及び教育長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

２　一般職 

　(1)　総括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 32 )

24

( 29 )

24

( 3 )

0

管理職手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,191 1,434 621 2 6,051 44,887 2,532 0 0

前年度 1,191 1,356 549 19 5,375 47,192 2,232 0 0

比　較 0 78 72 △ 17 676 △ 2,305 300 0 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数について外書きしたものである。

給　与　費　明　細　書

区    　　　　分

計

その他の特別職

計

その他の特別職 0 0 0

給　　　与　　　費

0 9,730

0

備　　　　　考

本
年
度

長　　　等 0 0 0 0 0 0 0

議　　　員 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 67 9,730 0 0 9,730

前
年
度

長　　　等 0 0 0 0 0 0 0

議　　　員 0 0 0 0 0 0 0

9,730

比
　
較

長　　　等 0 0 0 0 0

67 9,730 0 0 9,730 0

0

0 0

議　　　員 0 0 0 0 0

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

計

0

0 0 0

246,217

前年度 63,788 84,493 57,914 206,195 38,564 244,759

本年度 69,432 81,915 56,718 208,065 38,152

職員手当
等の内訳

区　分

1,870 △ 412 1,458比　較 5,644 △ 2,578 △ 1,196
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 0 )

24

( 0 )

24

( 0 )

0

管理職手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,191 1,434 621 2 6,051 31,101 2,532 0 0

前年度 1,191 1,356 549 19 5,375 33,616 2,232 0 0

比　較 0 78 72 △ 17 676 △ 2,515 300 0 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数について外書きしたものである。

　　イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共 済 費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 32 )

0

( 29 )

0

( 3 )

0

管理職手当 扶養手当 通勤手当
特殊勤
務手当

時間外
勤務手当

期末手当 住居手当
管理職員特
別勤務手当

その他
の手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 13,786 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 13,576 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 210 0 0 0

備　考　職員数欄における括弧書きは、短時間勤務職員数について外書きしたものである。

24,620

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

81,915 42,932 124,847

154,866

本年度

0 △ 2,578 △ 1,406 △ 3,984 △ 1,415

149,4670

前年度 0 84,493 44,338 128,831 26,035

△ 5,399

職員手当
等の内訳

区　分

区　分

給　　　　　　与　　　　　　費

備　　　　　考

比　較

96,750

前年度 63,788 0 13,576 77,364 12,529 89,893

本年度 69,432 0 13,786 83,218 13,532

6,857

職員手当
等の内訳

区　分

比　較 5,644 0 210 5,854 1,003
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　(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

増 減 額 

　（千円） （千円）

318

0

△ 2,896

0

△ 1,196

　(3)　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員１人当たり給与

一般行政職 保　健　職

　平均給料月額 （円） 277,217 322,060

　平均給与月額 （円） 301,398 345,537

　平  均  年  齢 （歳） 37.4 42.4

　平均給料月額 （円） 286,739 314,040

　平均給与月額 （円） 312,138 341,624

　平  均  年  齢 （歳） 38.9 41.2

　　イ　初任給

現　　業　　職

（円） （円）

高　校　卒 ―

大　学　卒 ―

区　　　分
増　減　事　由　別　内　訳　

説　　　　　明 備　　　　　考

給　　　　料 △ 2,578

 給与改定に伴う増減分

 昇給に伴う増加分

 その他の増減分

国 　の 　制 　度

　　　　　一般行政職　　　　　　（円） 　　　　　現　  業　　職　　　　　（円）

職員手当等 △ 1,196
 制度改正に伴う増減分

 その他の増減分　　　

区　　　　　　　　　　分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

区　　　分
一般行政職

154,600 ―154,600

185,200 ―185,200
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  ウ　級別職員数

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

( ) ( ) ( ) ( )

0 0.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

2 11.1 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0 0.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

4 22.2 3 60.0

( ) ( ) ( ) ( )

3 16.7 2 40.0

( ) ( ) ( ) ( )

6 33.3 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

3 16.7 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

18 100.0 5 100.0

( ) ( ) ( ) ( )

0 0.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

2 11.1 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0 0.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

4 22.2 2 40.0

( ) ( ) ( ) ( )

6 33.3 3 60.0

( ) ( ) ( ) ( )

5 27.8 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

1 5.6 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

18 100.0 5 100.0

備　考　職員数欄及び構成比における括弧書きは、短時間勤務職員の人数及び構成比を外書きしたものである。

    （級別の標準的な職務内容）

区　　分

７級

係長（困難）

主　　任

３級

係　　長

２級

１級

４級

計

令和４年
１月１日現在

７級

３級

１級

令和５年
１月１日現在

４級

保　　健　　職

５級 ５級

区　　　分

一　般　行　政　職

４級

７級 ７級

６級 ６級

１級

計 計

３級

２級 ２級

１級２級

６級 ６級

５級 ５級

４級 ４級

２級

１級

３級 ３級

７級 ６級 ５級

計

一般行政職
部　　長 課長（困難） 課　　長 主　　事

主事補

主事（高度）
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　エ　昇給

合　　　計 一般行政職 保　健　職

　　　　　職 　　　員 　　　数　　　 （Ａ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）23 18 5

　　　　　昇給に係る職員数　　　 （Ｂ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）22 17 5

１号給　  　（人） 0 0 0

２号給　  　（人） 5 4 1

３号給　  　（人） 1 1 0

４号給以上（人） 16 12 4

（Ｂ）／（Ａ）（％） 95.65 94.44 100.00

　　　　　職 　　　員 　　　数　　　 （Ａ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）23 18 5

　　　　　昇給に係る職員数　　　 （Ｂ）　　　　　　　 　　　　　　　（人）23 18 5

１号給　  　（人） 0 0 0

２号給　  　（人） 3 3 0

３号給　  　（人） 2 2 0

４号給以上（人） 18 13 5

（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.00 100.00 100.00

　　オ　期末手当・勤勉手当

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 （月分）

( 0.675 ) ( 0.475 ) ( 1.15 ) ( 0.675 ) ( 0.475 ) ( 1.15 ) ( 2.30 )

1.225 0.975 2.200 1.225 0.975 2.200 4.40

( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 0.725 ) ( 0.45 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

1.300 0.925 2.225 1.300 0.925 2.225 4.45

( 0.675 ) ( 0.45 ) ( 1.125 ) ( 0.675 ) ( 0.50 ) ( 1.175 ) ( 2.30 )

1.200 0.950 2.150 1.200 1.050 2.250 4.40

備　考　括弧書きは、再任用職員の支給率である。

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　キ　特殊勤務手当

全　職　種 一般行政職 保　健　職

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

　　ク　その他の手当

本　年　度 有

前　年　度 有

備　　　考　　　　　　　６月　　　　　（月分） 　　　　　　　12月　　　　　（月分）

区　　　　　　　　　分

本　年　度
号給数別内訳

比　　　　　　率

号給数別内訳

比　　　　　　率

区　　　　分

　  　　支　給　期　別　支　給　率

前　年　度

支給率計
職務上の段
階、職務の
級等による
加算措置

国の制度 有

区　　　分 その他の加算措置等 備　　　考

扶養手当 同

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

区　　　　　　　分

給料総額に対する比率　 （％）

支給対象職員の比率　　  （％）
（令和５年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

住居手当 同 　

通勤手当 異 交通用具使用者の距離区分及び支給月額が県並み
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額の

期　　　間 金　額

令和５年度

包括的支援事業及び任意事業、 550,008

介護予防・日常生活支援総合事業

包括的支援事業 37,671

（在宅医療・介護連携推進事業）

事　　　　　項 限 度 額
前年度末までの支出見込額
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見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

期　　　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

令和５年度から 550,008 304,020 101,340 144,648

令和８年度まで

令和５年度から 37,671 21,756 7,251 8,664

令和８年度まで

当該年度以降の支出予定額
左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　 定　 財　 源
一般財源

－56－



 


